
教授会の構成員

○教授会の構成員は、正教授が中心だが、准教授や講師などの参加も広く見られる。

文部科学省調べ（H25.6速報値）
（回答数 国公私立大学の2122学部）

※これは速報値であり、今後、データについては、修正があり得る
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理事会と教授会の関係について

（参考）
○甲南大学事件（大阪高判平１０・１１．２６）

「・・・人事に関する大学の自治は、寄附行為の定めるところにより業務決定機関である理事会に委ねられているのであって
教授会にはその権限がなく、また学問の自由は各教員に保障されているとはいえ、そのことを根拠に、当然に、教員の解雇
については教授会の解任決定が必要且つ有効要件であって、この決定が理事長の前記任免権限を羈束すると結論づけるこ
とは到底できない。」

○ （教員人事についての学校法人の業務決定が、教授会の審議を経ていない場合及び教授会の意見と異なる場合
の効力については、判断がわかれているが）、「最高裁判例は、昭和４８年・・大法廷判決（三菱樹脂事件）以来、憲法
の自由権的基本権の保障規定は、私人間の関係を直接規律するものではないとの立場を明示しており、昭和４９

年・・判決（昭和女子大学事件）で、学生に対する退学処分の事案についてこの法理を私立大学に適用している。ま
た、
大学教員についても、学校法人の業務決定機関である理事会に委ねられているとする。【※注：甲南大学事件】」

○ 「これらを総合的に勘案すると、私立大学の教員にも、学問研究の自由、研究結果の発表の自由、教授の自由は
保障されなければならず、また、学校教育法施行規則第１４４条に規程される学生の入学、卒業等については教授会
の審議が必要であるが、私立大学における大学の自治は、私立大学とその設置者である学校法人とを一体としてと
らえて、その自主的組織と自主的運営、そこで行われる教育研究について、国がその自由を保障し、干渉しないこと
をいうものと解される。」

○ 「理事会と教授会の関係についても、学校法人の意思決定過程において、教授会の意見は十分尊重されなければ
ならないが、学校法人に置かれる評議員会の意見のように予め経なければならない手続として法定されているもので
はない。
学校法人の意思決定過程における教授会の審議をどのように位置付けるかは、教学に関する教授会審議の重要
性に十分配慮しながら、意思決定機関である理事会において定めるべきであると解される。」

Ⅲ５教授会の役割の明確化

（出典：鈴木勲 『逐条学校教育法第７次改訂版』 学陽書房）



教授会の運営に関する工夫として行っている取組（国公私）

○過半数の大学が、教授会での審議事項の精選に取り組んでいる。

文部科学省調べ（H25.6速報値）
（回答数 国公私立大学の2122 学部）

※速報値であり、修正があり得る
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教授会の審議状況について（国公私）

○大学の組織改廃や規程改正、教員人事については、教授会で審議は行うが決定権限がないことが多い。
○一方で、学部の教育や学生に関することについては、理事会や学長から教授会に権限が委譲されている傾向が見ら
れる。

文部科学省調べ（H25.6速報値） 回答数：国公私立大学の約1960学部 ※これは速報値であり、今後、データについては、修正があり得る
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Ⅲ５教授会の役割の明確化
（１）教授会の審議事項の明確化
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意思決定への影響が強い機関（私立大学）

○教学計画については、学長や教授会の影響が強い。一方で、財務計画や施設計画については理事長や理事会の影
響が非常に強い。

（回答数 大学法人・短期大学法人539法人）

私立学校振興・共済事業団「学校法人の経営改善方策に関するアンケート」 (H25.8速報値)
※これは速報値であり、今後、データについては修正があり得る
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Ⅲ５教授会の役割の明確化
（１）教授会の審議事項の明確化



学部教授会の構成人数（国公私）

学部教授会の構成員は、10人～40人程度のケースが多い。
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※これは速報値であり、今後、データについては修正があり得る
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教授会の運営状況（国公私）

○教授会の、年間の開催回数は、概ね毎月１回程度が多い。
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国 立 大 学 法 人 の 仕 組 み

国立大学法人

目標の設定
規制緩和学長選考会議

→戦略的経営を
実現 →予算・組織は学外者も参画し適任者を

→個性化を促進 大学の責任で学長に選考
決定

非公務員型

民間的発想→弾力的な人事シ
ステム 学外者の経営 参画 教学に関するによるトップ

マネジメント→産学官連携等を
推進 学外者が半数以上 学内の代表者

→外国人を幹部に
教育研究評議会登用 経営協議会 役員会

（主に経営面を審議） （主に教育面を審議）

文部科学大臣 国立大学法人評価委員会

・評価
（事後チェック）

・中期目標の提示、中期計画の認可
・学長の任命
・運営費交付金の交付

・中期目標原案・中期計
画案( 年)の策定6

・学長候補者の申出

学 長

（ ）代表者 （ ）代表者

理 事

監 事

国立大学法人のガバナンスの仕組み

○国立大学法人の長は、「法人を代表し、その業務を総理」する法人の長であると同時に、「校務をつかさどり、所属職員を統督
する」という大学の学長としての両方の性格を有する。

○国立大学法人の学長は、学外者などから構成される経営協議会の代表者と、学内者から構成される教育研究評議会の代表
者から構成される「学長選考会議」において選考され、文部科学大臣が任命する。

○意思決定プロセスの透明性確保や、適正な意思決定の担保といった観点から、大学運営上の特に重要な案件について、合
議制の審議機関を法定（「役員会」、「経営協議会」、「教育研究評議会」）。

【学長】

国立大学法人を代表し、その
業務を総理

【役員会】

予算の作成、重要な組織の改
廃等に関する審議機関

【経営協議会】

経営に関する重要事項を審議
する機関

【教育研究評議会】

教育研究に関する重要事項を
審議する機関

【監事】
国立大学法人の業務を監査

※「役員会」「経営協議会」「教育研究評議
会」は、大学によってその人数が異なる。
（例）東京大学：役員会8人、経営協議会 22人、教
育研究評議会43人
京都教育大学：役員会4人、経営協議会 8人、教
育研究評議会12人

Ⅲ６経営組織等と教学組織
との関係整理



公立大学法人のガバナンスの仕組み

○公立大学法人では、法人の長である理事長が、大学の学長を兼ねることが原則とされているが、両者を分離することも可能。

○公立大学法人の理事長は、学外者などから構成される経営審議機関の代表者と、学内者から構成される教育研究審議機関
の代表者から構成される学長選考機関において選考され、設立団体の長が任命する。

○意思決定プロセスにおける透明性の確保や適正な意思決定の担保といった観点から、大学運営上の特に重要な案件の審議
について、合議制の審議機関を法定（経営審議機関、教育研究審議機関）。

【理事長】（＝学長が原則）

公立大学法人を代表し、その
業務を総理

【役員会】（必置機関ではない）

予算の作成、重要な組織の改
廃等に関する審議機関

【経営審議機関】

経営に関する重要事項を審議
する機関

【教育研究審議機関】

教育研究に関する重要事項を
審議する機関

【監事】
公立大学法人の業務を監査

※「役員会」「経営審議機関」「教育研究審議
機関」は、大学によってその人数が異なる。
（例）名古屋市立大学：役員会 8人、経営審
議会15人、教育研究審議会25人
青森県立保健大学：役員会 6人、経営審議
会10人、教育研究審議会10人

非公務員型

→弾力的な人事
システム

→産学官連携等
を推進
→外国人を幹部
に登用 など

平成16年度から
地方公共団体の
選択により、法
人化可能

※「役員会」は、地方公共団体の判断（定款に規定）等で設置可能

「経営」と「教学」の

代表者が学長を選考

選考機関

公立大学法人

経営に関する
学外の代表者等

経営審議機関

理事長(＝学長が原則)

※理事長とならない学長は、選考
機関の選考に基づいて理事長から
任命され、副理事長となる

副理事長

理事

役員会

教学に関する
学内の代表者等

教育研究審議機関

監 事

・中期目標の提示、中期計画の認可
・理事長の任命
・運営費交付金の交付

・中期目標原案・中期計

・理事長（＝学長）候補者
の申出

設立団体の長

画案(6年)の策定

公立大学法人評価委員会

・評価
（事後チェック）

※各設立団体において設置

Ⅲ６経営組織等と教学組織
との関係整理



学校法人のガバナンスの仕組み

○学校法人の最高意思決定機関は、合議制機関である理事会である。理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理する。

○学校法人には評議員会が置かれる。評議員会は理事の定数の２倍以上の定数で組織され、学校法人の職員や卒業生等が
評議員に選任される。予算事項や事業計画、寄附行為の変更等の重要事項については、予め評議員会の意見を聞くこととさ
れている。

○大学の、学長は、学校法人の理事として経営に参画する。

【理事会】

学校法人の業務に関する
最終的な意思決定機関
理事の職務の執行を監督

私立学校の校長を理事として
選任

【監事】

学校法人の業務、財務状況
等を監査

【評議員会】

予算、事業計画、寄附行為
の変更等に意見
（理事長があらかじめ諮問）

学校法人

私立学校を設置・運営

監
査

（理事長が）
選任

諮
問

※評議員会の
同意が必要

意
見

学校法人の業務に関する最終的な意思決定機関。

学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。

理事で組織される（学校法人には５人以上の理事を置かなければ
ならない）。議長は理事長。

理事会

学校法人の業務、財務状況等を監査す
る。

学校法人には２人以上の監事を置かなけ
ればならない。

予算、事業計画、寄附行為の変更等に
ついて、理事長があらかじめ諮問。

委員数は理事の定数の２倍を超える
数。

評議員会

校長（学長）は理事に就任する。（私立学校を複数設置している場合は、
そのうち１人以上を理事とすることができる。）

私立学校

監事

学長の
理事就任

Ⅲ６経営組織等と教学組織
との関係整理



監事（国公私）

【監事の任命】
○国立大学法人：文部科学大臣が任命。外部監事を含まなければならない。
○公立大学法人：設立団体の長が任命。財務管理、経営管理など優れた識見を有し、監査実務に精通している者。
○学校法人（私立大学）：評議員会の同意を得て、理事長が任命。外部監事を含まなければならない。

【監事の職務】
○監事の監査の対象とするのは、「財務・会計」だけでなく、法人の「業務」全体。

○特に、大学全体や各学部・研究科の業務執行状況を評価するためには、監事が教育研究についても、適切に監査するこ
とが求められている。

【非常勤監事】
監事に占める非常勤監事の割合は、国立大学で７２．７％、私立大学で９３．８％。
※監事を非常勤としている主な理由
・組織規模・予算規模を考慮すれば、非常勤でも対応可能
・常勤で就任可能な適任者がいない
・予算の制約

【監事の監査業務を支援する体制（例）】
・内部監査室が監事の業務を補助・支援
・監事の下に、専任の組織や人員を配置

○私立学校法第３７条
３ 監事の職務は、次のとおりとする。
一 学校法人の業務を監査すること。
二 学校法人の財産の状況を監査すること。
三 学校法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年
度終了後二月以内に理事会及び評議員会に提出すること。
四 ・・監査の結果、学校法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違
反する重大な事実があることを発見したときは、これを所轄庁に報告し、又は理事会及び評議員
会に報告すること。
五 前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して評議員会の招集を請求すること。
六 学校法人の業務又は財産の状況について、理事会に出席して意見を述べること。

○国立大学法人法第１１条

４ 監事は、国立大学法人の業
務を監査する。

○地方独立行政法人法第１３条
４ 監事は、地方独立行政法人
の業務を監査する。

＜監事の職務に関する規定＞

Ⅲ７監事の役割の強化



国立大学法人における監事業務について

◇監事業務に関する実態・監事からの意見（平成２４年２月文科省アンケート調査）

１．非常勤監事の状況

（非常勤監事としている理由）
・組織規模・予算規模を考慮すれば、非常勤でも対応可能。 ・常勤で就任可能な適任者がいない。 ・予算の制約 等

◆非常勤監事の数：１２５名（全監事の７２．７％） ◆非常勤監事のみを設置する大学数：４１校

２．役員会等への監事の出席の可否

※上述以外のその他の学内の会議にも多くの大学が監事の出席を可としている。

※また、上述の会議への出席の他にも、月に一度学長との定期的な意見交換の機会等を設けている大学も多い。

３．監事業務を補助・支援する組織／内部監査を担当する組織等の状況

◆いくつかの大学では、監事の下に専任の組織や人員を配置。(ex.東北大学の監事監査担当、山口大学の監事支援室等)
◆一方、多くの大学が、学長の指揮命令系統下にある内部監査室等が監事の業務を補助・支援。

◆ほぼ全ての大学において、独立した内部監査室等を設置。

◆一方、内部監査室等の職員が全て兼任職員である大学も２０大学存在。

※財務担当の職員を兼任とする例が多い

４．その他に寄せられた意見等
◆国立大学法人法において、監事の権限が明確に規定されていないため、現在は各大学が運用上の工夫により、権限を
行使し、補完してきている。今後すみやかに会社法のように監事の権限を明記するべきである。

◆監事の任期が会計年度（４月～３月）となっており、監事が交代する場合に年度監査報告（翌年６月）に支障が出てい
る。

◆全国立大学のうち、約７～８割の大学において、監事の役員会、経営協議会、教育研究評議会への出席を学内規定で認
めているほか、規定が存在しない場合においても、ほぼ全ての大学で出席が可能な状態となっている。

Ⅲ７監事の役割の強化



大学の情報公開について

○各大学や大学の設置者に対しては、様々な法令に基づいて情報公開が求められている。

中期目標・中期計画等 教育研究に関すること 財務・経営に関すること

国
立
大
学

○中期目標・中期計画（３０条、
３１条）
○業務方法書（通則２８条）
○年度計画（通則３１条）
○事業報告書（通則３３条）

○自己点検・評価結果の公表（学教法１０９条）
○認証評価結果の公表（学教法１１０条）
○教育研究活動状況の公表（学教法１１３条）

○教育研究活動状況の公表（学教法施行規則１
７２条の２）
・大学の教育研究上の目的
・教育研究上の基本組織
・教員組織、教員数、各教員の学位及び業績
・入学者受入れ方針及び入学者の数、収容定
員及び在学生数、卒業又は修了者数、進学者
数、就職者数その他進学及び就職等の状況
・授業科目、授業の方法及び内容、年間授業計
画
・学修成果の評価及び卒業・修了認定に際して
の基準
・校地校舎等の施設及び設備その他学生の教
育研究環境
・授業料、入学料その他の大学が徴収する費
用に関すること
・大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の
健康等に係る支援に関すること
・学生が修得すべき知識及び能力に関する情
報（努力義務）

○成績評価基準等の明示（大学設置基準２５条
の２）
・授業の方法及び内容、年間授業計画の明示
・成績評価基準、卒業認定基準の明示

○理事の任免（１３条、１７条）
○財務諸表の官報公告（通則法３８条）
○一般への閲覧（通則法３８条）
・財務諸表
・事業報告書
・決算報告書

・監事及び会計監査人の意見を記載した書
面
○職員の給与等の基準（通則法６３条）

公
立
大
学

○業務方法書（地独法２２条）
○中期目標（地独法２５条）
○中期計画（地独法２６条）
○年度計画（地独法２７条）

○業務実績の評価結果（地独
法２８条）

○中期目標に係る事業報告書
（地独法２９条）

○中期目標に係る業務実績に
関する評価結果の公表（地独
法３０条）

○理事等の任免（地独法１４条、１７条）
○財務諸表の公告（地独法３４条）
○一般への閲覧（地独法３４条）
・財務諸表
・事業報告書
・決算報告書
・監事の意見を記載した書面
○職員の給与等の基準（地独法５７条）

私
立
大
学

○利害関係人に対する閲覧（私学法４７条）
・財産目録
・貸借対照表
・収支計算書
・事業報告書
・監査報告書

※財務情報を一般公開している学校法人の
割合は９８．７％

Ⅲ８その他のガバナンス改革
（５）積極的な情報公開の推進





 
 

政令第二百八十号 

平成十二年六月七日 

中央教育審議会令 （抄） 

最終改正：平成二三年七月二七日政令第二三二号 

 内閣は、国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の規定に基づき、この政令を

制定する。 

（分科会） 

第五条 

 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、審議会の所

掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

 
○大学分科会  
一  大学及び高等専門学校における教育の振興に関する重要事項を調査審議すること（ス

ポーツ・青少年分科会の所掌に属するものを除く。）。  
二  学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定に基づき審議会の権限に属させら

れた事項を処理すること。  
三  学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号）第二十三条の二第三項の規定に

より審議会の権限に属させられた事項を処理すること。  
 

（部会） 

第六条 

 審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 
２  部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる部会にあっ

ては、分科会長）が指名する。 
３  部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。 
４  部会長は、当該部会の事務を掌理する。 
５  部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指

名する者が、その職務を代理する。 
６  審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。）は、

その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 





第７期大学分科会における部会等の設置について 

                              
平  成  ２  ５  年４  月４  日 

  中央教育審議会大学分科会決定   
 

 中央教育審議会令第６条第１項及び中央教育審議会運営規則第３条第５項及び第４条第１項の規定に

基づき，専門的な調査審議を行う部会等を以下のとおり設置する。 

 各部会等は，調査審議が終了したときには廃止するものとする。 

 各部会等の審議状況は，適宜，分科会に報告するものとする。 

１．大学教育部会 

（所掌事務） 

大学教育の在り方に関し，以下の事項を中心に専門的な調査審議を行う。 

(1) 求められる知識・技能の高度化に対応した進路選択・学修機会の充実について 

(2) 大学の質保証の充実について 

(3) 短期大学の在り方について 

２．大学院部会 

（所掌事務） 

大学院制度と教育の在り方に関し，以下の事項を中心に専門的な調査審議を行う。 

(1) 大学の質保証の充実について 

(2) 大学院教育の在り方について 

３．組織運営部会 

（所掌事務） 

大学のガバナンスの在り方に関し，専門的な調査審議を行う。  

４．大学のグローバル化に関するワーキング・グループ  

（所掌事務） 

我が国の大学のグローバル化の促進に関し，専門的な調査審議を行う。 

５．法科大学院特別委員会 

（所掌事務） 

 法科大学院教育の改善について専門的な調査審議を行う。 

６．認証評価機関の認証に関する審査委員会 

（所掌事務） 

学校教育法第１１２条の規定に基づき，大学分科会が認証評価機関の認証に係る審査等を行うのに

先立ち，専門的な調査審議を行う。 


	Ⅲ５教授会の役割の明確化
	Ⅲ５教授会の役割の明確化
（１）教授会の審議事項の明確化
	Ⅲ５教授会の役割の明確化
（２）教授会の設置単位の再点検
	Ⅲ５教授会の役割の明確化
（３）教授会の審議事項の透明化
	Ⅲ６経営組織等と教学組織
との関係整理
	Ⅲ７監事の役割の強化
	Ⅲ８その他のガバナンス改革
（５）積極的な情報公開の推進
	中央教育審議会令 （抄） 
	第７期大学分科会における部会等の設置について

